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般社団法人 日本情報システム ユ ザ 協会（JUAS）一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）

 沿革
1962年4月 日本データ・プロセシング協会創立
1992年7月 社団法人 日本情報システム・ユーザー協会に拡充改組
2012年4月 一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会

 役員
理事40名 （会長1名、常任理事12名） 監事3名
会 長 石原 邦夫 東京海上日動火災保険株式会社 相談役会 長 石原 邦夫 東京海上日動火災保険株式会社 相談役

 事務局
専務理事 金 修
常務理事 浜田 達夫常務理事 浜田 達夫
常務理事 山田 信祐
所在地 東京都中央区日本橋堀留町2-4-3

 会員数 ： 2,833 社 （2015年4月1日現在）
正会員Ａ ： 207 社
正会員Ｂ ： 155 社
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正会員Ｃ ： 2,471 社



ユーザーの要求が未来を切り拓く
－イノベーションで企業を変える、日本が変わる－JUASの活動概要

会員活動

シ 企業 変える、日本が変 る

イノベ ション

JUASの活動概要

フォーラム
ＣＩＯフォーラム（３）
ＩＴ部門経営フォーラム（５）
ＩＴ企業ＴＯＰフォーラム（３）
ＩＴグループ会社経営フォーラム（３）

政策研究・調査
CIO戦略フォーラム

イノベーション
経営カレッジ
（IMCJ)

教育研修事業
ＩＴグル プ会社経営フォ ラム（３）
グローバルフォーラム★

オープンセミナー

調査事業
・企業IT動向調査
・ソフトウェアメトリックス

教育研修事業

新人・配転者セミナ
テーマ型研究会

関西支部
ＩＴ部門経営フォーラム関西
ＩＴ企業ＴＯＰフォーラム関西
ＩＴグル プ会社経営フォ ラム関西

研究会
テーマ型研究会

ＩＴインフラ研究会

オーダーメイド研修

教材開発・出版

組織力強化普及・調査

新人・配転者セミナーＩＴグループ会社経営フォーラム関西
ＰＡＲＫ(The place of advanced relationship in Kansai)★

ＩＴインフラ研究会
ＩＴサービスマネジメント研究会
企業リスクマネジメント研究会
ビジネスプロセス研究会
データマネジメント研究会
組織力強化研究会

教材開発・出版

海外研修・調査
セキュリティ・センター

・プライバシーマーク ＪＵＡＳラボ
JUAS リ シ ボＩＴ人材キャリア形成研究会

会員研修会 公開事業

審査・認証 JUASソリューションラボ
JUASトレンドラボ

アドバンスト研究会

ケース型研究会
ケース研究会
ビジネスモデル研究会★

研究プロジェクト
システム開発・保守QCD研究プロジェクト
ＪＩＩＰ（Japan industry Innovation project)

会員研修会
JUASアカデミー
関西アカデミー

公開事業
サマースクエア

ＪＵＡＳスクエア
JUAS FUTURE ASPECT 3



企業IT動向調査2015（2014年度調査）の概要

アンケート調査アンケート調査 インタビュー調査インタビュー調査

企業IT動向調査2015（2014年度調査）の概要

アンケート調査アンケート調査
定点観測＋重点テーマ

14年11月に実施

インタビュー調査インタビュー調査
重点テーマ中心に

14年11月～15年1月に実施

・ユーザー企業IT部門長：50社• ユーザー企業IT部門4000社対象 24P
有効回答：1125社（回答率28％）

調査委員会、調査部会
による分析

• 94年度以来過去21年間継続して実施、
経年変化をふまえた分析
アンケ トとインタビ の複合効果

JUAS調査の特徴

・転換期に求められる
IT部門の役割とは

今回の重点テーマ

調査報告調査報告
• アンケートとインタビューの複合効果
• 年度別に、重点テーマを設定

IT部門の役割とは調査報告調査報告
2015年4月発表
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企業IT動向調査2015（2014年度調査）のテ マ企業IT動向調査2015（2014年度調査）のテーマ

転換期に求められるIT部門の役割とは転換期に求められるIT部門の役割とは

企業を取り巻く環境が激変している時代において、ユーザー企業のIT部門は、

従来に増して全方位的な役割が求められています。クラウドやビッグデータな従来に増して全方位的な役割が求められています。クラウドやビッグデ タな
ど多様化するIT環境への対応、巧妙化するセキュリティ脅威への対策、さらに
は、ビジネスイノベーションを誘発するIT活用の提案といった経営に直結する

役割も求められています。当然のことながら、既存のシステムの保守・安定運役割 求 す。 然 、既存 保 安定
用なども手を抜くことはできません。

しかし、こうした高度化・複雑化する要求に応えるには、課題も多いのが現状
です 情報子会社やパ トナ 企業も含めたIT推進体制のあり方 幅広い分です。情報子会社やパートナー企業も含めたIT推進体制のあり方、幅広い分

野の目利き力を備えた人材の育成方法、グローバル化への対応など、理想と
現実のギャップを感じている企業も少なくありません。

今年度は、昨年度の調査で明らかとなった3つの課題（「業務部門との関係・
要件定義の主体性」「業務改革人材の育成」そして「IT部門の年齢構成 高齢
化」）の解を引き続き求めながら、転換期の今、どのようなIT推進組織体制の
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あり方、人材育成方法を行なうべきかを探っていきます。



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① ITトレンド
② ビ グデ② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT投資マネジメント
⑤ IT推進組織⑤ IT推進組織
⑥ IT人材
⑦ システム開発における事業部門の役割
⑧ グローバルIT戦略⑧ グロ バルIT戦略
⑨ システム開発・運用
⑩ IT基盤
⑪ クライアント環境
⑫ 情報セキュリティ
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＜回答企業の業種別割合＞
（ 09年度までの業種区分「20業種」を、10年度より業種区分を変更し、日本標準産業
分類（平成 年 月改定）を参考に定めた業種に 業種を加え「 業種 とした）分類（平成19年11月改定）を参考に定めた業種に1業種を加え「27業種」とした）

14年度 14年度

件数 割合 件数 割合

1．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 45 4.0% 14．農林漁業・同協同組合、鉱業 6 0.5%

2．繊維工業 11 1.0% 15．建築業 91 8.1%

3．パルプ・紙・紙加工品製造業 7 0.6% 16．電気・ガス・熱供給・水道業 9 0.8%

4．化学工業 63 5.6% 17．映像･音声情報制作･放送･通信業 10 0.9%

5．石油・石炭・プラスチック製品製造業 8 0.7% 18．新聞・出版業 10 0.9%

製
造
業

非
製
造
業

6．窯業・土石製品製造業 21 1.9% 19．情報サービス業 46 4.1%

7．鉄鋼業 20 1.8% 20．宿泊、飲食、旅行サービス業 33 2.9%

8．非鉄金属・金属製品製造業 39 3.5% 21．運輸業・郵便業 49 4.4%

9．電気機械器具製造業 63 5.6% 22．卸売業 113 10.0%

10．情報通信機械器具製造業 17 1.5% 23．小売業 77 6.8%

11．輸送用機械器具製造業 34 3.0% 24．金融業・保険業 60 5.3%

12．その他機械器具製造業 56 5.0% 25．医療業 9 0.8%

13．その他の製造業 114 10.1% 26．教育、学習支援 8 0.7%

27．その他の非製造業 106 9.4%
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小計 498 44.3% 小計 627 55.7%

合計： 1125件（回答率：28％）



＜業種の特性を把握するため「7つの業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ」にまとめて分析＞
※12年度より従来の「重要インフラ」を「社会インフラ」に変更

8 1 19 0 25 2 16 8 5 3 6 9 18 6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

14年度（ 1125) 8.1

8.2

7.4

19.0

17.2

18.9

25.2

24.1

25.3

16.8

17.8

17.4

5.3

7.0

5.7

6.9

7.1

6.7

18.6

18.6

18.5

14年度（n=1125)

13年度（n=1016)

12年度（n=1030)

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ 件数 割合 属する業種

建築・土木 素材製造 機械器具製造 商社・流通 金融 社会インフラ サービス

建築・土木 91 8.1 15．建設業

素材製造 214 19.0 
1．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業、 2．繊維工業 、3．パルプ・紙・紙加工品製造業、
4．化学工業、 5．石油・石炭・プラスチック製品製造、 6．窯業・土石製品製造業
7．鉄鋼業、 8．非鉄金属・金属製品製造業

機械器具製造 284 25.2 
9．電気機械器具製造業、 10．情報通信機械器具製造業
11．輸送用機械器具製造業、 12．その他機械器具製造業 13．その他の製造業

商社・流通 189 16.8 22．卸売業、 23．小売業

金融 60 5 3 24 金融業 保険業金融 60 5.3 24．金融業・保険業

社会インフラ 78 6.9 
16．電気・ガス・熱供給・水道業、 17．映像･音声情報制作･放送･通信業、
18．新聞・出版業、 20．運輸業・郵便業

サ ビス 209 18 6
14．農林漁業・同協同組合、鉱業、 19．情報サービス業、
20 宿泊 飲食 旅行サ ビス業

（C）JUAS 2015 8

サービス 209 18.6 20．宿泊、飲食、旅行サービス業
25．医療業、 26．教育、学習支援、 27．その他の非製造業

全体 1125 100.0 



＜回答企業の従業員数＞
大企業（1000人以上）が1/3、中堅企業(300～1000人未満）が1/3、
中小企業（300人未満）が1/3と ほぼ同じ割合中小企業（300人未満）が1/3と、ほぼ同じ割合

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 従業員数

30.2

29.7

35.0

31.9

34.8

38.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1120)

建築・土木

28.5

27.1

36.5

36.4

34.2

34.9

34.6

38.4

28.6

素材製造

機械器具製造

商社・流通1
4
年

度

23.3

19.2

35.9

25.0

32.1

39.2

51.7

47.4

23.9

金融（n=60)

社会インフラ

サービス

33.8

24.4

25.3

31 0

34.2

37.8

36.7

34 7

32.0

37.8

38.0

34 3

全体（n=970)

建築・土木

素材製造

機械器具製造度 31.0

44.1

32.4

21 4

34.7

33.5

25.0

28 6

34.3

22.4

42.6

50 0

機械器具製造

商社・流通

金融（n=68)

社会インフラ

1
3
年

度
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21.4

45.7

28.6

36.0

50.0

18.3

社会インフラ

サービス

300人未満 300～1000人未満 1000人以上



＜回答企業の売上高＞
売上高1兆円以上の超大企業(4.7%)を分析すると今後の動向が見える
「ｻ ﾋﾞｽ」は売上高100億円未満が約半数 規模の小さな企業が多い「ｻｰﾋ ｽ」は売上高100億円未満が約半数、規模の小さな企業が多い

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 売上高

2.3 23.3

11.5

50.0

57.5

19.7

25.3

4.7

0.0 5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1081)

建築・土木（n=87)

2.0

1.5

2.2

22.8

21.2

14.8

49.5

55.5

50.3

22.3

17.2

27.9

4.7

3.5

4.9

素材製造（n=202)

機械製造（n=274)

商社・流通（n=183)1
4
年

度

19.3

26.3

39.6

43.9

46.1

42.6

26.3

17.1

9.9

8.8

10.5

1.8

0.0

5.9 2.0

金融（n=57)

社会インフラ（n=76)

サービス（n=202)

2.7

1.2

26.8

11.1

19.9

47.3

58.0

49.1

18.9

24.7

26.7

4.4

6.2

3.1

0.0

全体（n=942)

建築・土木（n=81)

素材製造（n=161)

機械製造 1.7

3.6

28.9

18.5

32.3

17 6

49.6

53.0

36.9

44 1

15.9

22.0

16.9

25 0

3.9

3.0

9.2

13 2

4.6

0 0

機械製造（n=232)

商社・流通（n=168)

金融（n=65)

社会インフラ（n=68)

1
3
年

度
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6.0

17.6

47.9

44.1

37.1

25.0

7.8

13.20.0

1.2

社会インフラ（n=68)

サービス（n=167)

10億円未満 100億円未満 100～1000億円未満 1000億円～1兆円未満 1兆円以上
10



＜業種ｸﾞﾙｰﾌﾟと主たる商品・ｻｰﾋﾞｽの取引形態＞
非製造業では企業向け、一般消費者向け双方にﾋﾞｼﾞﾈｽを展開してい
る企業の割合が高いる企業の割合が高い

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 主たる商品・ｻｰﾋﾞｽの取引形態

63.4

67.4

18.6

12.4

15.9

18.0

2.2

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1110)

建築・土木（n=89)

79.4

79.3

51.9

9.3

3.9

35.7

9.3

15.0

11.9

1.9

1.8

0.5

素材製造（n=214)

機械器具製造（n=280)

商社・流通（n=185)

金融 17.9

46.8

52.6

28.6

27.3

29.2

50.0

24.7

13.9

3.6

1.3

4.3

金融（n=56)

社会インフラ（n=77)

サービス（n=209)

BtoB企業（ビジネスユーザー向け） BtoC企業（一般消費者向け） BtoBかつBtoC その他BtoB企業（ビジネスユ ザ 向け） BtoC企業（ 般消費者向け） BtoBかつBtoC その他

売上高別
主たる商品・ｻｰﾋﾞｽ

64.0 18.3 15.6 2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1068)

億 未満（ )の取引形態
65.6

67.5

58.4

15.4

17.9

22.0

14.7

12.5

19.6

4.4

2.1

0.0

100億円未満（n=273)

100億～1000億円未満（n=535)

1000億～1兆円未満（n=209)
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41.2 21.6 37.3 0.01兆円以上（n=51)

BtoB企業（ビジネスユーザー向け） BtoC企業（一般消費者向け） BtoBかつBtoC その他



＜主たるﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙとITの位置づけ＞
特に金融において「ITなしではﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙが成り立たない」と回答した
割合が顕著割合が顕著

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 主たるﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙとITとの関係

40.1

20.2

31.0

34.8

24.3

40.4

4.6

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1104)

建築・土木（n=89)

34.4

36.2

45.1

38.8

33.0

29.3

21.5

26.5

21.2

5.3

4.3

4.3

素材製造（n=209)

機械器具製造（n=279)

商社・流通（n=184)

87.7

38.5

42.8

7.0

35.9

25.0

5.3

20.5

26.4

5.1

5.8

0.0金融（n=57)

社会インフラ（n=78)

サービス（n=208)

売上高別
主たるﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ

ITなしではビジネスモデルが成り立たない どちらかといえばITなしではビジネスモデルが成り立たない

どちらかといえばITがなくてもビジネスモデルが成り立つ ITがなくてもビジネスモデルが成り立つ

37.1 29.4 26.5 7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=272)

主たるﾋ ｼ ﾈｽﾓﾃ ﾙ
とITとの関係

36.1

47.8

70 0

32.3

32.7

18 0

26.4

19.0

12 0

5.2

0 0

0.5

100億～1000億円未満（n=535)

1000億～1兆円未満（n=205)

1兆円以上（ 50)
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＜新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰやﾌﾚｰﾑﾜｰｸの導入状況＞
「基盤系ﾃｸﾉﾛｼﾞ 」「ｱﾌﾟﾘｹ ｼ ﾝ」「ｻ ﾋﾞｽ」「方法論 ﾌﾚ ﾑﾜ ｸ」に分類「基盤系ﾃｸﾉﾛｼ ｰ」「ｱﾌ ﾘｹｰｼｮﾝ」「ｻｰﾋ ｽ」「方法論・ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ」に分類

6.9 21.4 18.3 44.78.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑦BYOD（n=1092）

普
及

期

参考までに、

6.8

5.6

6.7

3.7 13.9

10.9

6.8

0.6

3.4

2.2

74.9

77.5

81.4

2.6

2.9

2 1

①HTML5（n=1096）

③インメモリ・データベース管理システム（n=1089）

④3Dプリンティング（n=1100）

普
検

討
期

系
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー

参考までに、
「導入済み」～「検討中」の
合計値別に、3つに分類。

「普及期」：30％以上
「検討期」： 10％～30％
「誕生期」 10％以下1.9

2.4

1.6

8.8

7.5

21.6

0.5

2.0

0.9

4.3

86.7

86.8

89.3

55.7

2.6

0.7

10.1

2.1

8.3

6.2

②IoT（n=1097）

⑤AR（拡張現実）（n=1100）

⑥ウェアラブルデバイス（n=1096）

⑩経営ダッシュボード（n=1093）

誕
生

期

基
盤

系 「誕生期」： 10％以下

7.5

3.0

18.5

16.7

9.6

8.2

1.8

7.7

54.6

66.5

66.4

11.2

10.1

13.3

4.8

⑪社内SNS（n=1094）

⑬マスターデータ管理（n=1088）

⑫社外SNS（n=1098）

普
及

期
期ア

プ
リ

ケ
ー

シ
ョ
ン

3.6

3.3

1.6

10.2

10.0

6.1

2.7

3.2

1.9

1.5

77.4

79.7

83.7

91.8

6.1

3.8

6.6

1.1 4.0

⑨PLM（製品ライフサイクル管理）（n=1095）

⑧タレントマネジメント（n=1091）

⑭マネージド・プリント・サービス（n=1098）

⑮アプリケーション・テスティング（n=1098）

検
討

期
検

討
期

誕
生

期

ア
サ

ー
ビ

ス

2.6

9.3

9.1

5.6

3.5

2.8

0.8

78.3

79.9

90.8

1.6

5.8

5.5

1.4

1.1

3.1

1.4

4.0

⑱COBIT（n=1096）

⑯エンタープライズアーキテクチャー（EA）（n=1100）

⑲DevOps（n=1099）

誕
検

討
期

生
期

法
論

、
フ

レ
ー

ム
ワ

ー
ク
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2.0 90.0
0.5
1.4 6.2⑰BABOK（n=1099）誕

方
法

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討
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＜ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀへの取り組み状況＞「活用済み」「試験活用中・活用準備
中」「検討中」の合計の割合は年々増加し、前向き傾向。1兆円以上の
企業では17 6％が活用済み 大企業中心に活用が進むと考えられる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業では17.6％が活用済み。大企業中心に活用が進むと考えられる。

ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの活用状況
状 今後 年後 13.7

4.6

12.9

6.4

21.3

17.7

0.9

2.5

14.9

19.5

36.4

49.3

今後（3年後）の予想・
14年度度調査（n=1111）

14年度（n=1118）

現状、今後（3年後）の予測

・3年後の予測では、「活用済
み」が13.7％、「試験活用中・

4.8

3.5

3.6

2.7

14.9

16.7

1.8

2.9 74.1

22.1 52.913年度（n=1008）

12年度（n=1020）

活用済み 試験活用中 活用準備中 検討中 検討後見送り

活用準備中」が12.9％、「検討
中」が21.3％となり、検討中を
含めると半数近くの企業が何
らかの形でﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀに関わり

活用済み 試験活用中・活用準備中 検討中 検討後見送り

未検討(12年度調査のみ) 未検討（ニーズあり） 未検討（ニーズなし）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上高別 ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀの

らかの形でﾋ ｯｸ ﾃ ﾀに関わり
そうだ

4.3 6.4 17.4

10.2

2.6

2.5

19.4

22.5

49.9

60.02.91.8

全体（n=1074）

100億円未満（n=275）・売上高1兆円以上の企業では、
「活用済み」が17.6％、 「試験
活用中 活用準備中 が

活用状況（現状）

2.4

7.6

17 6

12.8

29 4

16.0

27.5

29 4

2.4

3.8

0 0

18.2

20.4

9 8

56.8

28.0

13 7

4.1100億～1000億円未満（n=537）

1000億～1兆円未満（n=211）

1兆円以上（ 51）

活用中・活用準備中」が
29.4％、「検討中」が29.4％と
なり、1兆円未満の企業に比
べて極めて大きい。

17.6 29.4 29.4 0.0 9.8 13.71兆円以上（n=51）

活用済み 試験活用中・活用準備中 検討中 検討後見送り 未検討（ニーズあり） 未検討（ニーズなし）
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最大の課題は「導入する目的の明確化」。なお、導入が進むにつれて
課題は具体化し、「人材（ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝﾃｨｽﾄ）の育成」や「ﾃﾞｰﾀ分析・活用
のための体制／組織の整備」の割合が高くなる

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0
（％）

のための体制／組織の整備」の割合が高くなる

ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ活用に
25.9

12.8

8.0

11.3

17.6

13.6

7.6

15.5

17.3

導入する目的の明確化

データ分析・活用のための体制／組織の整備

費用対効果の説明

おける課題
（1位、2位、3位の
合計順）

7.7

10.9

5 1

11.6

6.1

15 1

10.6

10.2

7 3

人材（データサイエンティスト）の育成

ビッグデータ関連技術の習得や選択

分析する対象の選定 5.1

5.1

4.7

15.1

9.3

6.1 8.1

7.3

12.5

分析する対象の選定

分析対象となるデータの収集

経営層の理解

0.0

0.5

0.4

0.9

3.5

2.3

2.2

3.2事業部門の理解

ベンダーの支援サービス

今までのＩＴ部門の取り組みとの違いの説明

0.3

3.1 2.0

0.2

0.8

0.9

0.7

2.3今までのＩＴ部門の取り組みとの違いの説明

公的機関などのデータ開示

わからない

1位（n=1011）

2位（n=856）

3位（n=811）

15.4

1.9

1.5検討予定なし
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＜IT予算の現状と今後の見通し＞15年度予測のDI値は23.8となり、過
去10年で最大の予測となる。 IT 予算の実績に近似している計画値の
DI値推移も09 年度計画の▲13 5 を底に漸増傾向が続くDI値推移も09 年度計画の▲13.5 を底に漸増傾向が続く。

IT予算DI値（次年度予測）の推移

40%

50%
構成比

40

50
DI値

23.8

12.6
8.1

6.4

21.0

11.1
14.6 13.5

15.4

14.3
10%

20%

30%

10

20

30 10％未満増加

10％以上増加

10％未満減少
4.2▲ 4.00.0

1.76.0

▲ 13.5
▲ 9.0

-20%

-10%

0%

▲ 20

▲ 10

0
10％未満減少

10％以上減少

【参考】DI値（計
画値）

-50%

-40%

-30%

▲ 50

▲ 40

▲ 30
画値）

DI値（予測値）

06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

・経年的なDI値の推移を見ると、2010年度予測の▲4.0を底に漸増傾向が続いている。2015
年度予測のDI値23.8はリーマンショック前の2007年度予測の21.0を2.8%上回り、過去10年で

（C）JUAS 2015 19

年度予測 値 リ ック前 年度予測 を 回り、過去 年
最大の伸びとなっている。



＜売上高に対するIT予算比率＞単純平均で、2013年度・2014年度と
もに0.99％で横ばい傾向。ＩＴ予算比率はIT装置産業といわれる「金融
」が突出するが IT予算の削減 適正化が徐々に進んでいる模様

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別

」が突出するが、 IT予算の削減・適正化が徐々に進んでいる模様

0.99

0.50

0.99

0 48

0.72
0.69

全体 （n=697） 平均値 14年度

平均値 13年度

トリム平均値 13年度

業種ｸ ﾙ ﾌ 別
売上高に占める
IT予算比率
（計画値ﾍﾞｰｽ）

0.77

0.48

0.77

0.45

0.63

0.42

0.62

建築・土木 （n=66）

素材製造 （n=131）

トリム平均値 13年度

トリム平均値 13年度

0.79

0.66

0.79

0 64

0.72
0.68

機械器具製造 （n=177）

5.05

0.64

5.14

0.54

4.57

0.49

4.59

商社・流通 （n=123）

金融 （n=34）

※ ﾄﾘﾑ平均値とは、異常
値によって平均値が引
きずられるのを排除す
るため、ﾃﾞｰﾀの最大値
と最小値付近の値を

1.18

0.91

1.19

0 89

1.01
1.04

社会インフラ （n=48）

と最小値付近の値を
平均値の計算から除
外。今回は、最大値か
ら10％と最小値から
10％の回答を排除し、
残りの80％の回答で 0.89

0.76
0.75

サービス （n=118）
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残りの80％の回答で
平均値を計算した。
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＜IT部門がIT投資で解決したい中期的な経営課題＞
「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化（省力化、業務ｺｽﾄ削減）」と「迅速な業績把握、
情報把握（ﾘｱﾙﾀｲﾑ経営） 」が二本柱情報把握（ﾘｱﾙﾀｲﾑ経営） 」が二本柱

IT投資で解決したい
0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

（％）決
中期的な経営課題
（1～3位）

優先度が最も高いのは

22.0

20.4

10.1

11.6

7.4

12.6

9.4

7.8

17.4業務プロセスの効率化（省力化、業務コスト削減）

迅速な業績把握、情報把握（リアルタイム経営）

営業力の強化

・優先度が最も高いのは、
業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化と
迅速な業績・情報の把
握という情報ｼｽﾃﾑの本

8.0

7.8

6.5

5.0

6.4

4.4

4.3

10.2

3.9

グローバル化への対応

IT開発・運用のコスト削減

ビジネスモデルの変革

質的な役割に関わる二
つが挙げられており、こ
れは例年変わらない。

・第二グループに、営業

5.0

4.4

3.4

3.9

10.6

3.4

2.4

10.0

3.0

顧客重視の経営

業務プロセスの質・精度の向上（ミス、欠品削減等）

商品・サービスの差別化・高付加価値化第 グル プに、営業
力の強化という経営課
題の解決に直結するこ
とが登場する一方、IT開
発・運用のコスト削減が

2.7

2 3

8.7

3 7

7.2

7.3

5 4

2.8 7.0

商品 サ の差別化 高付加価値化

社内コミュニケーションの強化

業務プロセスのスピードアップ（リードタイム短縮等）

企業としての社会的責任の履行（セキュリティ確保、個人情報の保護発・運用のコスト削減が
挙げられることに注目し
たい。

2.3

2.0

3.7

4.1

5.4

9.31.9

0 8

5.0 3.3

企業としての社会的責任の履行（セキ リティ確保、個人情報の保護
等）

企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

BCP（事業継続計画）の見直し 1位（n=1080）

2位（n=1080）

3位（ 1080）
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1.5
0.8

4.0経営の透明性の確保（内部統制、システム監査への対応等）
3位（n=1080）



「ﾗﾝ・ｻﾞ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ」と「ﾊﾞﾘｭｰ・ｱｯﾌﾟ」の比率は8 対2。事業の根幹を支える
「ﾗﾝ・ｻﾞ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ」ｼｽﾃﾑを維持しつつ、経営環境の状況に応じて自らを
変革する「ﾊﾞﾘ ｱ ﾌﾟ」投資を怠らないよう 変化対応力が必要

50 0（％）

変革する「ﾊ ﾘｭｰ・ｱｯﾌ 」投資を怠らないよう、変化対応力が必要。

IT 予算の配 バリューアップ ランザビジネス

44.1

40.0

50.0（％）
算

分（比率の分
布）

20％未満： 45.8％ 80％以上： 66.3％

15.2

22.122.0
23.8

14.5

22.6

20.0

30.0・「ﾗﾝ・ｻﾞ･ﾋﾞｼﾞﾈ
ｽ」と「ﾊﾞﾘｭｰ・
ｱｯﾌﾟ」の平均割
合は、79.2％対

0.4
2.2 2.4

5.9 6.86.2 5.4
3.0

1.4 0.6 0.40.60.1
0.0

10.0

10％未満 10～20％未満 20～30％未満 30～40％未満 40～50％未満 50～60％未満 60～70％未満 70～80％未満 80～90％未満 90％以上

合は、79.2％対
20.8％で平均
するとおおむね
8 対2 。
前回調査と同 10％未満 10～20％未満 20～30％未満 30～40％未満 40～50％未満 50～60％未満 60～70％未満 70～80％未満 80～90％未満 90％以上

現行ビジネスの維持・運営（n=945） ビジネスの新しい施策展開（n=945）

※IT施策に要する金額（キャッシュベース）を下記と定義。

前回調査と同
様で、今回も比
率は変わらな
かった

①現行ビジネスの維持・運営 ： （ラン・ザ・ビジネス）
※1 現行ビジネスを維持、運営するために必要な費用 （消費税対応も含む）
※2 新たに起案して予算を確保するもののうち、価値は変わらないもの

（ライセンス切れや保守切れなども含む）
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②ビジネスの新しい施策展開 ： （バリュー・アップ）
※3 新たに起案して予算を確保するもののうち、価値を上げるもの、ビジネスを伸ばす新しい施策の展開
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＜ITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ＞ 業務ﾌﾟﾛｾｽ変革はすでにIT部門
のﾐｯｼｮﾝ、約7割弱の企業で明示されている。その一方でﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ
の変革の提案がﾐ ｼ ﾝとされている企業は約半数の変革の提案がﾐｯｼｮﾝとされている企業は約半数

ITを活用した
0% 20% 40% 60% 80% 100%

ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
をIT部門のﾐｯｼｮﾝ
として明示されて

52.3

46.4

67 5

41.1

44.8

27 3

6.6

8.8

5 2

現在（n=1097）

過去（5年前）（n=1097）

現在（ 1097）
ビ

ジ
ネ

ス
モ

デ
ル

の
変

革
の

いるか
67.5

61.4

27.3

31.3

5.2

7.3

現在（n=1097）

過去（5年前）（n=1096）

業
務

プ
ロ

セ
ス

の
変

革

明示されている 明示されていない わからない

ITを活用したﾋﾞｼﾞ
ﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの 12.4 46.5 30.0 11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在（n=574）

ネ
ス

ル
の

革

ﾐｯｼｮﾝに応えられ
ているか
（明示されている
企業対象）

11.2

14.4

35.2

57.8

34.6

22.1

19.1

5.7

過去（5年前）（n=509）

現在（n=741）

ビ
ジ

モ
デ 変

業
務

セ
ス

の
変

革

企業対象） 13.7 46.4 26.6 13.4過去（5年前）（n=673）

業
プ

ロ 変

応えられている 一部応えられている どちらともいえない 応えられていない

※ JUASでは 「ビジネスイノベ ション」を下記の2つと定義しています
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※ JUASでは、「ビジネスイノベーション」を下記の2つと定義しています。
① ビジネスモデルの変革（1．ビジネス自体の変革、2．商品・サービスの創造、3．顧客確保・拡大）

例 ： 新商品およびサービスの企画・導入、ソーシャルマーケティングの展開、等
② 業務プロセスの変革（1．業務プロセスの変革、2．現場改善、3．組織の改革を支える基盤の確立）

例 ： 全社最適での業務プロセスの効率化（BPR）、グローバルでの業務プロセス統合、等）



＜情報子会社の保有状況＞全体では約2割、従業員数1000人以上の
企業では約4割が情報子会社を保有している状況。ここ数年は大きな
変化はなか たが 14年度はわずかながら減少に転じた変化はなかったが、14年度はわずかながら減少に転じた

年度別・従業員数別 14.6 82.03.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

14年度（n=1090）

情報子会社の保有
状況の推移

17.0

17.2

16.6

15 6

80.3

79.8

79.8

81 5

2.7

3.0

3.6

3 0

13年度（n=952）

12年度（n=955）

11年度（n=969）

10年度（ 1046）

全
体

・従業員1000 人以上の 15.6

14.5

15.2

6.6

81.5

83.1

81.3

92.0

2.4

3.0

3.5

1.4

10年度（n=1046）

09年度（n=989）

08年度（n=834）

14年度（n=702）

従業員1000 人以上の
企業で情報子会社の
経営権の有無を見ると、
年度により多少の増減
が見受けられる ﾍﾞﾝ

17.0

9.4

8.7

6.6

80.3

88.7

89.5

91.7

2.7

1.9

1.8

1.7

13年度（n=952）

12年度（n=647）

11年度（n=665）

10年度（n=715）1
0
0
0
人

未
満

が見受けられる。ﾍ ﾝ
ﾀﾞｰと共同出資して情報
子会社を運営する企業
が出資比率を見直すな
ど 部 は情報子会

7.3

6.7

29.2 7.0

91.5

91.1

63.7

2.3

1.2

年度（ ）

09年度（n=683）

08年度（n=570）

14年度（n=383）

ど、一部では情報子会
社のあり方を再検討し
ているとも推測される。

35.4

33.4

33.9

35.0

3.4

5.5

7.6

5.7

61.2

61.0

58.6

59.2

13年度（n=291）

12年度（n=308）

11年度（n=304）

10年度（n=331）1
0
0
0
人

以
上
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30.4

33.7

5.2

6.1

64.4

60.2

09年度（n=306）

08年度（n=264）

情報子会社あり（経営権あり） 情報子会社あり（経営権なし） 情報子会社なし
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＜人材ﾀｲﾌﾟ別IT部門要員＞今後の方向性は人材ﾀｲﾌﾟごとに異なり、
業務改革推進、IT戦略、ｼｽﾃﾑ企画担当を増加させ、開発、運用は減
少を志向 IT部門をより上流の領域へｼﾌﾄさせようとする意向少を志向。IT部門をより上流の領域へｼﾌﾄさせようとする意向

人材ﾀｲﾌﾟ別 IT部門要員数（今後の方向性）

24.8 72.6 2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①業務改革推進担当（n=1049）

DI値

22.2

23.0

24.3

74.8

72.9

2.2

2.8

②IT戦略担当（n=1053）

③システム企画担当（n=1063）

20.8

21.5

18.4

14.3

77.7

71.9

3.9

13.8

④プロジェクトマネージャー（n=1045）

⑤開発担当（n=1040）

14.5

0.5

11.4

11.0

73.6

70.0

15.0

19.0

⑥運用管理（n=1052）

⑦運用担当（n=1045）

増加 不変 減少

▲3.6

▲8.0

増加 不変 減少

・「①業務改革推進担当」は、現状の11.5％に対して今後24.8％（DI値は22.2）、「②IT 戦略担
当」は9.3％に対して28.0％（DI値は20.8）である。一方で、減少割合が増加したのは「⑥運用
管理 （ 値▲ ）「⑦運用担当 （ 値▲ ） あ た 全体 傾向とし 今後 部門
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管理」（DI値▲3.6）「⑦運用担当」（DI値▲8.0）であった。全体の傾向として、今後、IT 部門の
要員を業務改革や戦略・企画領域にｼﾌﾄさせようとする企業の意向が顕著に表れている。



IT を活用した業務ﾌﾟﾛｾｽ変革や事業戦略のｻﾎﾟｰﾄ等、積極的なIT 活
用の提案や課題解決のために最も重視するのは「IT 部門、情報子会
社が自ら事業部門に入り込み 業務面からの課題の発見に取り組む」社が自ら事業部門に入り込み、業務面からの課題の発見に取り組む」

積極的なIT 活用の提案や課題解決のため
重視 位 位

43 0 10 315 8

0 20 40 60 80

①IT部門、情報子会社が自ら、事業部門に入り込み、

（％）

の重視項目（1 位～3 位）

43.0

17.4 14.4

10.3

11.7

15.8
業務面からの課題の発見に取り組む

④経営者や事業責任者との交流の場を作る
（会社の課題や経営戦略への理解を深める場）

10.1

9.6

14.5

16.4

18.5

10.3

⑦業務、ビジネスの分析スキルを高める

②IT部門、情報子会社の中堅メンバーを経営企画･業務
企画部門に配属･出向させ業務課題解決を当事者として

経験させる（ITサイドからのローテーション）

9.6

5 5

20.2

7 6

17.3

13 7

経験させる（ITサイドからのロ テ ション）

⑥定期的に、事業部門へ積極的な　IT活用の提案が
できる場を作る

③業務プロセス変革/事業戦略のサポートができる
人材を経営企画･業務企画部門から受け入れる 5.5

3.0

7.6

6.9

13.7

6.2

人材を経営企画 業務企画部門から受け入れる
（業務サイドからのローテーション）

⑤事業部門と最新技術の評価･検証のプロジェクトを
起こす 1位（n=656）

2位（n=634）
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4.3 12.01.8
⑧ITの企画書作成等の進め方、方法論の獲得

（研修等の活用）
3位（n=642）



＜IT部門の年齢構成＞4人に1人が65歳以上という超高齢化社会の中
、IT部門でも高齢化が進行中。現状に危機感を抱き、新規採用や人事
ﾛ ﾃ ｼ ﾝ等の対策を講じている企業との差が明確になりつつあるﾛｰﾃｰｼｮﾝ等の対策を講じている企業との差が明確になりつつある

1 2 3 4 5 6 
20 代若⼿層が厚い

（若⼿中⼼型） 
30 代ミドル層が厚
い（ミドル中⼼型）

30 代ミドル層が少
ない（ミドル空洞型） 

40 代以上の層が多い
（シニア中⼼型）

どの世代も
均等 

そ
の
他 

     

代以上の
 

40 代以上の

層が厚い 20 代の 
層が厚い 

 

3 3 20 1 8 2 56 9 7 3 4 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT部門（n=1056）

IT部門の年齢構成

3.3

9.2

20.1

23.3

8.2

23.9

56.9

31.9

7.3

8.6

4.2

3.1

①IT部門（n=1056）

②情報子会社（n=163）

IT部門は「40代以上の層が多い が56 9%と ｼ ｱ層で構成される組織が過半数を占める 情報子会

20代若手層が厚い（若手中心型） 30代ミドル層が厚い（ミドル中心型） 30代ミドル層が少ない（ミドル空洞型）

40代以上の層が多い（シニア中心型） どの世代も均等 その他
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・IT部門は「40代以上の層が多い」が56.9%と、ｼﾆｱ層で構成される組織が過半数を占める。情報子会
社は様々な年齢構成ではあるが、総じて、国内企業は、IT部門、情報子会社とも、40歳以上の層が
厚い企業の比率が高い



人材高齢化にともなう問題として、「現行システムを維持する人材のス
キル移転」が1位から3位の合計で74.0%、「新しいIT技術への対応の遅
れ」が66 0%となり 大多数の企業で問題とされているれ」が66.0%となり、大多数の企業で問題とされている。

0 10 20 30 40 50 60 70 80

現行システムを維持する

（％）

38.6

23.8

13.0

20.9

27.1

11.0

14.6

15.1

16.1

現行システムを維持する
人材のスキル移転

新しいIT技術への対応の遅れ

大きなビジネスモデル変革の難しさ

5.6

4.8

4 6

9.6

6.3

10 0

10.6

11.5

13 7

若手人員を確保していくための
追加となる予算の確保

シニア人材の給与・ポスト

若手人材のポスト不足 4.6

4.3

2.0

10.0

8.4

5.1

13.7

9.7

7.3

若手人材のポスト不足

人数バランスの悪さにより
若手に作業が集中

アウトソース・クラウド活用時の
人員再配置の難しさ

1位（n=1097)

2位（n=1019)

2.2

1.1

1.0

0.6

1.0

0.4その他

特に課題はない
（逆に安心感等メリットがある）

3位（n=906)

・人材高齢化にともなう問題として、「現行システムを維持する人材のスキル移転」が1位から3位の
合計で74.0%、「新しいIT技術への対応の遅れ」が66.0%となり、大多数の企業で問題とされている。

・なお、問題の1位と2位の関係でも、「現行システムを維持する人材のスキル移転」と「新しいIT技術
への対応の遅れ」を同時に回答した企業が多く（259社 25 4%） 守りの部分と攻めの取り組みをバラへの対応の遅れ」を同時に回答した企業が多く（259社 25.4%）、守りの部分と攻めの取り組みをバラ
ンスさせるのに苦慮している企業が多いことが見て取れる。

・3位に目を向けると、人事面の若手やシニア人材のポスト不足を挙げる企業が多い。現行システム
の維持や新しい取り組みを重要と考えている企業が多い。 31
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＜参考：前年度調査 ｼｽﾃﾑ開発への事業部門の参画度＞ IT部門は
事業部門の要求を正しく把握し、ｼｽﾃﾑ開発を行う必要があるが、まず
事業部門がし かり要件を主体性を持 て提示できるかがカギとなる

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 平均

事業部門がしっかり要件を主体性を持って提示できるかがカギとなる

ｼｽﾃﾑ開発へ
25.9

23.2

18.1

37.3

35.2

31.6

24.4

33.4

26.4

9.6

7.4

17.4

2.9

0.8

6.5

要件定義に関する主体性（n=877）

事業部門の要件定義スキル（n=878）

現行業務仕様の把握（n=879）

2.3

2.3

2.6

の事業部門の
参画度（5段階
評価）

12.3

11.2

26.9

18.7

35.3

35.9

20.4

26.8

5.1

7.5

設計レビューへの参加（n=878）

テストへの参加（n=878）

2.8

3.0

・ｼｽﾃﾑ開発への事
業部門の参画に
関するIT部門の評
価として高かった 1：低い/不十分 2 3 4 5：高い/十分価として高かった
のは「ﾃｽﾄへの参
加」。逆に、低いの
は「要件定義に関
する主体性」と「事

評価項目 レベル1 ・・・ レベル5

要件定義に関する主体性 ＩＴ部門が手取り足取り 事業部門が主体的に実施

事業部門の要件定義スキル スキル不十分 必要なスキルを充足する主体性」と「事
業部門の要件定
義ｽｷﾙ」であった

事業部門の要件定義スキル スキル不十分 必要なスキルを充足

現行業務仕様の把握 IT部門に頼っている 事業部門が十分に把握

設計レビューへの参加 事業部門は関与せず 事業部門も適切にレビュー

テストへの参加 事業部門は関与せず 十分な受入テストを実施

38.7

34.2

16 4

15.8

27.9

22 7

14.1

10.9

17 7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

現行業務仕様の把握

要件定義に関する主体性

事業部門の要件定義スキル

開発成否に影
響を及ぼす、
事業部門の参

企業IT
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16.4

6.6

4.1

22.7

17.8

14.9

17.7

22.4

30.6

事業部門の要件定義スキル

設計レビューへの参加

テストへの参加

1位（n=853）

2位（n=853）

3位（n=853）

画に関する事
項（1位～3位）

企業IT
動向調査
2014



IT部門と事業部門が適切に連携し、それぞれが持てる力を発揮してい
くには収益責任、要件定義、そしてﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理に関する観点から下
記の取り組み状況を調査記の取り組み状況を調査。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①プロジェクト開始前に システム開発による効果（収益増など）を 事業部

※

実現率

16.7

19.9

8 9

33.7

32.8

21 4

15.9

14.7

15 8

21.4

20.7

34 1

12.3

19 8

11.9

①プロジェクト開始前に、システム開発による効果（収益増など）を、事業部
門が明示･コミットするようルール化（n=1077)

②要件定義の主担当部署（責任部署）が事業部門であることを明確化
（n=1078)

③要件定義書を事業部門が作成（IT部門の支援を前提に）（n=1076)

65.5%

68.1%

8.9

8.5

22.2

21.4

21.6

30.5

15.8

19.3

16.3

34.1

35.4

20.2

15.2

19.8

10.8

③要件定義書を事業部門が作成（IT部門の支援を前提に）（n=1076)

④プロジェクト開始時点で、事業部門側もプロジェクト期間中の必要マンパ
ワーを見積もり、要員確保するようルール化（n=1072)

⑤プロジェクト管理を　IT部門と事業部門が協業して実施（双方の責任者が
参加する進捗会議を実施するなど）（ 1073)

49.2%

43.4%

65 6%

9.7

5.5

33.4

24.6

18.6

29.0

25.3

29.3 11.5

13.0

参加する進捗会議を実施するなど）（n=1073)

⑥開発着手後の業務要件変更は、一定の歯止めがかかるようルール化（あ
るいは意識徹底）（n=1070)

⑦システム稼動後、収益増などの効果が、計画どおり達成できているかト
ラッキングする（事業部門の活動の評価）（n=1071)

65.6%

56.2%

39.3%

5.3 12.9 30.7 34.5 16.6

ラッキングする（事業部門の活動の評価）（n 1071)

⑧事業部門の責で、予定どおりの効果（収益増など）が得られないシステム
は廃止も検討する（n=1074)

※実現率：「実施したほうがよい」と回答した企業の内、実際に実施している企業の割合

26.6%

・実施している企業が多い事項は、「①ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始前に、ｼｽﾃﾑ開発による効果を事業部門が明
示･ｺﾐｯﾄするようﾙｰﾙ化」、「②要件定義の主担当部署（責任部署）が事業部門であることを明確
化 「⑤ ﾟ ﾞ ｸ 管理を 部門と事業部門が協業 実施 それ ⑥が続く

実施している 実施しているが不十分 検討中/将来的に検討したい 実施したいが困難 実施・検討予定なし（価値なし）
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化」、「⑤ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理をIT部門と事業部門が協業して実施」、それに⑥が続く。
・「実現率」（実施したほうがよいと回答した企業のうち、実際に実施している企業の割合）を見ると、
必要と感じていても実施できずにいる企業が多い



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール
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＜企業のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化＞上場企業の6割は既に海外進出済み。1000億
円以上の企業では4社に3社が海外へ進出している。そのうち、業務ﾌﾟ
ﾛｾｽの「共通化」または「共通化の予定」は約5割強

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ﾛｾｽの「共通化」または「共通化の予定」は約5割強。

連結売上高別
60.3

45.3

54.0

5.6

3.6

6.1

34.1

51.1

39.9

全体（n=745）

100億円未満（n=137）

100億～1000億円未満（n=346）

ﾋﾞｼﾞﾈｽのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
の現状

・海外市場の開拓は 幅
73.4

84.3

6.3

5.7

20.3

10.0

1000億～1兆円未満（n=192）

1兆円以上（n=70）

既に海外進出している 今後 海外進出を予定している 海外進出の予定は当面ない

・海外市場の開拓は、幅
広い層の企業にとって
成長を維持するために
不可欠な戦略となってい
る

7.4 13.4 12.7 21.1 45.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=569）

既に海外進出している 今後、海外進出を予定している 海外進出の予定は当面ない

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
業務ﾌﾟﾛｾｽの共通

る

10.3

4.8

8.2

7.7

12.9

17.8

12.8

11.6

12.5

15.4

22.4

25.5

53.8

48.3

36.1

建築・土木（n=39）

素材製造（n=147）

機械器具製造（n=208）

業務ﾌ ﾛｾｽの共通
化の状況

・目指すべき姿は企業規
模や事業内容によって

8.6

21.4

13.0

10.0

14.3

8.7

12.9

7.1

21.7

14.3

21.4

4.3

54.3

35.7

52.2

商社・流通（n=70）

金融（n=14）

社会インフラ（n=23）

模や事業内容によって
異なるが、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙでの
業務ﾌﾟﾛｾｽの共通化は、
短期に解決できるもの
でもなく 長期に渡る課 2.9 8.8 13.2 20.6 54.4サービス（n=68）

全世界で共通化済み 全世界で共通化の予定

地域ごと（中国、アジア、米州、欧州など）に共通化済み 地域ごとに共通化の予定

共通化しておらず予定もない（C）JUAS 2015 36

でもなく、長期に渡る課
題といえる。



ｾｷｭﾘﾃｨ、情報（ﾏｽﾀｰやｺｰﾄﾞ体系、IT 戦略（戦略策定・展開）はｸﾞﾛｰﾊﾞ
ﾙ標準化を目指す意向が強い。逆に商慣習や雇用体系が異なりｸﾞﾛｰ
ﾊﾞﾙ標準化するﾒﾘ ﾄが低いものは事業拠点に任せる方針のようだﾊ ﾙ標準化するﾒﾘｯﾄが低いものは事業拠点に任せる方針のようだ

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙでのIT
ﾞ ﾞ 状

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの現状
と今後

14.4

9.5

12.5

12.5

17.1

14.4

16.4

16.4

49.6

58.7

56.5

56.5

18.9

17.5

14.6

14.6

①IT戦略（戦略策定・展開）（n=550）

②IT予算管理、投資管理（n=550）

③IT基盤（インフラ）（n=554）

④業務システム（生産系）（n=554）・現状は、対象によっ
11.8

12.5

6.0

9 4

14.2

15.9

12.2

12 0

54.5

57.2

64.7

64 1

19.5

14.3

17.1

14 5

⑤業務システム（販売系）（n=543）

⑥管理業務システム（会計系）（n=552）

⑦管理業務システム（人事系）（n=550）

⑧OA系（ 551）

現
状

現状は、対象によっ
て多少の違いはあ
るものの、一言でい
えば「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙでの
管理・標準化は進ん 9.4

14.2

19.7

40.4

12.0

13.4

15.0

19.9

64.1

56.8

54.0

29.3

14.5

15.6

11.4

10.4

⑧OA系（n=551）

⑨情報（マスターやコード体系）（n=551）

⑩セキュリティ（n=554）

①IT戦略（戦略策定・展開）（n=547）

管理・標準化は進ん
でおらず、結果的に
海外の事業拠点に
任せている」という
のが実情だ 28.4

33.9

27.3

28 6

23.3

25.6

22.0

24 4

38.0

32.1

37.5

37 5

10.4

8.3

13.3

9 5

②IT予算管理、投資管理（n=550）

③IT基盤（インフラ）（n=551）

④業務システム（生産系）（n=542）

⑤業務システム（販売系）（n=549）

後

のが実情だ。
・根幹となるIT 戦略
も、半数（49.6％）は
海外の事業拠点に

28.6

32.8

20.6

22.8

24.4

25.2

24.3

22.6

37.5

33.6

45.1

45.1

9.5

8.3

10.0

9.5

⑤業務システム（販売系）（n=549）

⑥管理業務システム（会計系）（n=551）

⑦管理業務システム（人事系）（n=548）

⑧OA系（n=548）

今
後任せている状態で

ある。
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40.7

47.4

19.6

19.7

30.4

25.9

9.3

7.1

⑨情報（マスターやコード体系）（n=550）

⑩セキュリティ（n=553）

グローバルで管理・標準化 地域ごとに管理・標準化 海外の事業拠点に任す 特に行わない



主な調査結果
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主な調査結果
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＜ｼｽﾃﾑ開発における工期・予算・品質の状況＞
04年度以降、工期・予算・品質とも改善ﾄﾚﾝﾄﾞにあり、10年度からは頭
打ち感が見られたものの 本年度調査では再び改善が見られた打ち感が見られたものの、本年度調査では再び改善が見られた

年度別・ｼｽﾃﾑ
48 9 36 2 15 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

14年度（n=827）

規模別
ｼｽﾃﾑ開発の
工期遵守状況

48.9

33.3

26.9

27.9

28.3

29.3

24 9

36.2

46.7

48.4

49.6

51.1

48.1

53 8

15.0

20.0

24.8

22.5

20.6

22.6

21 3

14年度（n 827）

13年度（n=726）

11年度（n=610）

10年度（n=649）

9年度（n=805）

8年度（n=668）

7年度（n=494）0
人

月
未

満

・規模の小さなﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄほど、工期
の遵守度が高い。
工期と予算の遵守

24.9

20.5

27.0

21.3

31.4

23 1

53.8

57.0

51.8

61.5

39.1

44 7

21.3

22.5

21.3

17.2

29.6

32 1

7年度（n=494）

6年度（n=630）

5年度（n=705）

4年度（n=746）

14年度（n=338）

13年度（ 333）

1
0
0

・工期と予算の遵守
状況を比べると、
予算超過よりも、
工期延期の割合

23.1

20.5

22.0

18.0

14.4

12.7

44.7

42.8

45.7

51.9

45.2

42.4

32.1

36.7

32.3

30.1

40.5

44.9

13年度（n=333）

11年度（n=346）

10年度（n=341）

9年度（n=339）

8年度（n=299）

7年度（n=276）

～
5
0
0
人

月
未

満

が多い。予算が絶
対的な制約となっ
ているｹｰｽ、開発
ﾍﾞﾝﾀﾞｰとの契約に

10.7

15.4

9.6

25.5

17.6

45.6

45.1

47.2

26.1

33.5

43.7

39.4

43.2

48.4

48.9

6年度（n=327）

5年度（n=350）

4年度（n=447）

14年度（n=184）

13年度（n=188）

1
0
0
～

ﾀ 契約
より遅延しても支
払額が変わらない
ｹｰｽ、などが理由
として想定される

24.4

14.1

16.9

12.8

10.8

8.8

35.1

44.2

39.3

34.8

32.5

36.3

40.5

41.7

43.8

52.4

56.6

54.9

11年度（n=205）

10年度（n=199）

9年度（n=178）

8年度（n=164）

7年度（n=166）

6年度（n=204）

5
0
0
人

月
以

上
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として想定される
13.9

9.7

39.9

38.8

46.2

51.4

6年度（n 204）

5年度（n=208）

4年度（n=278）

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より遅延



年度別・ｼｽﾃﾑ
60 8 29 4 9 8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

14年度（n=817）

規模別
ｼｽﾃﾑ開発の
予算遵守状況

60.8

37.8

35.0

36.6

34.8

32.2

32 5

29.4

47.9

49.0

48.5

51.9

50.8

55 0

9.8

14.3

16.0

15.0

13.4

17.1

12 5

14年度（n 817）

13年度（n=725）

11年度（n=612）

10年度（n=648）

9年度（n=800）

8年度（n=662）

7年度（n=489）0
人

月
未

満
32.5

28.0

32.6

26.4

42.5

27 6

55.0

56.9

53.6

61.7

35.1

46 0

12.5

15.1

13.9

11.9

22.4

26 4

7年度（n=489）

6年度（n=624）

5年度（n=700）

4年度（n=742）

14年度（n=339）

13年度（ 337）

1
0
0

27.6

22.9

27.5

21.5

15.3

16.6

46.0

46.2

43.3

49.3

49.7

43.0

26.4

30.9

29.2

29.2

35.0

40.4

13年度（n=337）

11年度（n=353）

10年度（n=342）

9年度（n=339）

8年度（n=300）

7年度（n=277）

～
5
0
0
人

月
未

満

14.7

20.5

11.1

32.1

18.0

51.8

48.7

55.3

30.4

38.1

33.4

30.8

33.6

37.5

43.9

6年度（n=326）

5年度（n=347）

4年度（n=443）

14年度（n=184）

13年度（n=189）

1
0
0
～

23.2

18.0

15.2

9.8

15.4

13.9

42.0

42.5

41.6

40.2

33.7

39.6

34.8

39.5

43.3

50.0

50.9

46.5

11年度（n=207）

10年度（n=200）

9年度（n=178）

8年度（n=164）

7年度（n=169）

6年度（n=202）

5
0
0
人

月
以

上
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12.6

9.1

49.5

44.2

37.9

46.7

6年度（n 202）

5年度（n=206）

4年度（n=276）

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より超過



500 人月以上のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは改善幅が小さくなり、大規模プロジェクト
を 予定どおり品質高く仕上げることの難しさが改めて確認されたを、予定どおり品質高く仕上げることの難しさが改めて確認された。

年度別・ｼｽﾃﾑ
42 1 50 4 7 5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

14年度（n=822）

規模別
ｼｽﾃﾑ開発の
品質状況

42.1

20.7

19.9

21.5

18.8

17.4

14 0

50.4

66.5

65.0

65.9

67.9

67.8

71 1

7.5

12.8

15.0

12.6

13.4

14.8

14 8

14年度（n=822）

13年度（n=725）

11年度（n=612）

10年度（n=651）

9年度（n=800）

8年度（n=661）

7年度（ 485）
人

月
未

満

・500 人月以上のﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄでは改善幅
が小さくなり、「工
期遅延（48 4％）」

14.0

15.0

13.4

12.8

29.4

71.1

72.8

72.9

78.6

55.8

14.8

12.3

13.7

8.5

14.8

7年度（n=485）

6年度（n=628）

5年度（n=702）

4年度（n=740）

14年度（n=337）

1
0
0

期遅延（48.4％）」
「予算超過
（37.5％）」「品質に
不満（26.9％）」と

ﾟ ﾞ

15.2

12.5

16.1

12.6

10.8

10.6

63.1

63.9

62.2

67.4

59.6

62.8

21.7

23.6

21.7

20.0

29.6

26.6

13年度（n=336）

11年度（n=352）

10年度（n=341）

9年度（n=340）

8年度（n=297）

7年度（n=274）

～
5
0
0
人

月
未

満

いった失敗ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄの割合は過去と
大きく変わらず、ま
だまだ良好な結果

8.5

8.6

7.7

22.0

11.2

65.0

68.7

68.2

51.1

56.4

26.4

22.7

24.1

26.9

32.4

6年度（n=329）

5年度（n=348）

4年度（n=444）

14年度（n=182）

13年度（n=188）

1
0
0
～

良好な結果
とは言えない。

14.8

13.6

8.9

9.8

7.7

8.3

59.0

55.8

61.1

54.0

60.7

62.1

26.2

30.7

30.0

36.2

31.5

29.6

11年度（n=210）

10年度（n=199）

9年度（n=180）

8年度（n=163）

7年度（n=168）

6年度（n=206）

5
0
0
人

月
以

上
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8.7

7.2

64.4

64.3

26.9

28.5

6年度（n 206）

5年度（n=208）

4年度（n=277）

満足 ある程度は満足 不満



＜ｼｽﾃﾑ運用＞
ｼｽﾃﾑ運用の課題の上位3 つは、「運用コストの削減」「安定稼動／運
用品質の向上」「運用要員の確保 育成 高齢化」用品質の向上」「運用要員の確保・育成、高齢化」

ｼｽﾃﾑ運用の
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

課題
（1 位・2 位）

32.1

30.6

19.1

17.8

15.2

21.0運用コストの削減

システムの安定稼動／運用品質の向上

運用要員の確保・育成、要員の高齢化

7.6

5.1

2.9

13.4

13.7

7.4

運用要員の固定化、配置転換の難しさ

各種対応のスピードアップ

システム運用の成果を評価する指標の欠如

2.0 7.4

0.6 0.9

運用要員のモチベーション向上

その他

1位（n=1101）

2位（n=1101）

・売上高の小さい企
業ほど、「運用要

24.3

28.8

28.8

30.1

6.0

4.7

24.3

22.4

7.5 6.0

9.4 2 3

2.2

1.7

0.7

0 6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=267)

100億～1000億円未満（n=531)

業ほど、 運用要
員の確保・育成、
要員の高齢化」を
課題とする企業が
多くなる

売上高別
ｼ ﾑ運用

28.8

40.8

61.2

30.1

36.5

28.6

4.7

5.7

22.4

9.0

2.0 6.1

9.4

3.3

2.0

1.9

2.3

0.0

2.4

0.0
0.0

0.6

0.5

100億 1000億円未満（n 531)

1000億～1兆円未満（n=211)

1兆円以上（n=49)

多くなる
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ｼｽﾃﾑ運用の
課題（1 位）

運用コストの削減 システムの安定稼動／運用品質の向上 各種対応のスピードアップ

運用要員の確保・育成、要員の高齢化 運用要員の固定化、配置転換の難しさ 運用要員のモチベーション向上

システム運用の成果を評価する指標の欠如 その他



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① ITトレンド
② ビ グデ② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT投資マネジメント
⑤ IT推進組織⑤ IT推進組織
⑥ IT人材
⑦ システム開発における事業部門の役割
⑧ グローバルIT戦略⑧ グロ バルIT戦略
⑨ システム開発・運用
⑩ IT基盤
⑪ クライアント環境
⑫ 情報セキュリティ
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＜IT基盤における取り組み優先度＞IT 基盤の統合・整備は、企業全
般における優先事項であり、ｸﾗｳﾄﾞはその課題解決の1つの手段として
捉えている企業が多いようだ捉えている企業が多いようだ

IT 基盤における取り組み・優先度

24.1 31.5 27.0 8.4 9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①IT基盤の統合・再構築（n=1076）

高-低

38.1

11.9

15.9

6 9

16.6

14.8

12 5

22.2

20.1

20 2

15.0

9.7

15 2 45 2

39.5

34.4②データセンターの移転・統合（n=1069）

③メインフレーム・システムの刷新（n=1041）

④グローバルで共通のIT基盤構築（n=1052）

全
般

▲ 20.9

▲ 18.5

▲ 41.06.9

8.5

5.5

12.5

15.1

15.0

20.2

31.5

28.9

15.2

16.3

19.4

45.2

31.2

28.6

④グロ バルで共通のIT基盤構築（n 1052）

⑤プライベート・クラウドの構築（n=1067）

⑥既存システムのIaaS、PaaSへの移設（n=1064）

ウ
ド

▲ 21.3

▲ 30.1

7.0

7.4

17.2

17.2

28.5

32.5

17.4

16.9 26.0

29.9⑦新規システムのIaaS、PaaSへの展開（n=1063）

⑧SaaSの活用（n=1065）

ク
ラ

ウ

▲ 23.1

▲ 18.3

2.2

0.4

6.7

2.7

22.4

19.9

19.2

9.0

49.6

68.0

⑨業界（単一・複数）共通基盤の構築・活用（n=1033）

⑩その他（n=256）そ
の

他

優先度 最高 優先度 高 優先度 中 優先度 低 優先度 最低

▲ 59.9

▲ 73.9
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優先度　最高 優先度　高 優先度　中 優先度　低 優先度　最低



＜ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｸﾗｳﾄﾞにおける活用領域＞基幹系ｼｽﾃﾑでは全般的に活用
割合はまだまだ低く、現在のﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｸﾗｳﾄﾞの活用領域の主流は、Web
／ﾌﾛﾝﾄ系を中心とした活用といえる／ﾌﾛﾝﾄ系を中心とした活用といえる

今後現在

30.0

35.0

受発注

生産・在庫管理

仕入・調達管理一般業務ファイル管理

その他一般業務システム （％）

基幹系
その他一般

50.0
受発注

生産・在庫管理その他一般業務システム
（％

基幹系その他一般

10.0

15.0

20.0

25.0

販売管理

勘定人事・給与

オフィス関連

20.0

30.0

40.0 仕入・調達管理

販売管理

勘定人事・給与

オフィス関連

一般業務ファイル管理

0.0

5.0

資金決済管理会計

管理業務系

9.2

13.9

18.3

0.0

10.0
勘定

資金決済

経営情報経理 財務会計

管理会計

事 給与

管理業務系

経営情報 

CRM（顧客管理）

営業支援企業サイト

ECサイト

経理・財務会計

業務支援・情報系web・フロント系

18.3

28.7

42.0

経営情報 

CRM（顧客管理）

営業支援

グループウェアEメール

企業サイト

ECサイト

経理・財務会計

業務支援・情報系web・フロント系

グループウェアEメール

IaaS/PaaS移設（n=565） IaaS/PaaS新規展開（n=493） SaaS（n=575）

・「既存ｼｽﾃﾑのIaaS、PaaS への移設」では、 ・今後の活用領域でも現在の傾向とそれほど

グル プウェアEメ ル

IaaS/PaaS移設（n=404） IaaS/PaaS新規展開（n=254） SaaS（n=502）
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企業ｻｲﾄ（18.3％）のほか、経理・財務会計
（13.9％）、販売管理（9.2％）など一部の管理
業務系や基幹系への適用が進んでいる

変わらない。管理業務系の経理・財務会計
（12.4％）や人事・給与（10.3％）に一部IaaS、
PaaS への広がりがみられる



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果

2. トピックス
① ITトレンド
② ビ グデ② ビッグデータ
③ IT予算
④ IT投資マネジメント
⑤ IT推進組織⑤ IT推進組織
⑥ IT人材
⑦ システム開発における事業部門の役割
⑧ グローバルIT戦略⑧ グロ バルIT戦略
⑨ システム開発・運用
⑩ IT基盤
⑪ クライアント環境
⑫ 情報セキュリティ
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＜ｸﾗｲｱﾝﾄOS＞
Windows XPの2014 年4 月9 日ｻﾎﾟｰﾄ終了を受けて、Windows 7の導
入がさらに進み 導入割合は31 2 ポイント増の80 9％とな た入がさらに進み、導入割合は31.2 ポイント増の80.9％となった

ｸﾗｲｱﾝﾄOSの導入割合（導入比率の単純平均）
※調査は2014年11月に実施

65.4

13.5
44.9

84.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

Windows XP以前

（％）

※調査は2014年11月に実施

2.9
3.3

92.7

3.0

1.4

2.8
Windows Vista

80.9

3.0

49.7

1 3

28.3
10.4

2.6

Windows 7

14年度(n=985)

1.2

1.3

1.3

0.2

1.3
0 8

Windows 8

その他OS  

13年度(n=932)

12年度（n=912）

11年度（n=925）

10年度（n=1016）

0.8
0.6

・前回調査（2013年度）では、導入割合でWindows 7が XPを初めて上回ったが、今回はさらに
躍進した
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躍進した。
・2012年8月に販売開始されたWindows 8も、少しずつ増加の傾向にある。



＜ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末導入状況＞
導入企業は年々増加、14年度には6割の企業が導入中。企業規模が
大きいほど導入に積極的だが 大規模な導入は限定的

43 8 19 0 12 2 6 6 18 5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

14年度（ 1108）

大きいほど導入に積極的だが、大規模な導入は限定的。

年度別
ﾞ 端末導 状 43.8

36.3

27.0

19.0

21.0

19.0

12.2

13.2

21.6

6.6

8.3

5.5

18.5

26.9

21.2

14年度（n=1108）

13年度（n=1005）

12年度（n=1004）

・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末導入・検討状
況は、2014 年度は「導入
済み 「試験導入中 導入

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末導入状況

13.8

6.2

19.9

11.8

32.2

26.4

4.4

0.0

29.8

55.6

11年度（n=1010）

10年度（n=1123）

済み」「試験導入中・導入
準備中」が前年度比4.4 ﾎﾟ
ｲﾝﾄ増加し62.8％、「検討
中」が12.2％、「検討後見

37.7 12.8 12.5 7.9 29.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人未満（n=329）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討送り」が6.6％、「未検討」
が18.5％となった。

従業員数別
36.9

55.7

31.7

23.2

19.9

11.5

13.4

10.6

14.3

7.2

4.9

12.1

19.3

8.8

30.4

300～1000人未満（n=388）

1000人以上（n=386）

300人未満（n=322）

1
4
年

度
度

従業員数別
ﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末導入状況

・別途調査している総導入
台数は13 年度から14 年

31.7

45.8

24.0

23.0

28.4

13.2

13.0

12.4

22.0

9.1

3.9

5.3

23.3

9.5

35.5

300～1000人未満（n=331）

1000人以上（n=306）

300人未満（n=341）

1
3
年

度
度

台数は13 年度から14 年
度で約1.5 倍増と導入が
進んでいる。

・ただし、1000 台以上の33 
社で 回答総台数の約7
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23.0

34.1

20.1

23.8

20.6

22.8

7.0

4.2

29.4

15.1

300～1000人未満（n=344）

1000人以上（n=311）

1
2
年

度

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討 48

社で、回答総台数の約7 
割を占めることから、大
規模な導入は限定的



主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

主な調査結果
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⑨ システム開発・運用
⑩ IT基盤
⑪ クライアント環境
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＜ｾｷｭﾘﾃｨと経営との関係＞経営幹部が積極的に情報ｾｷｭﾘﾃｨに関わ
っているのは約3 割。情報ｾｷｭﾘﾃｨに関するﾄﾗﾌﾞﾙは経営・事業へのｲﾝ
ﾊﾟｸﾄも大きく 経営ﾘｽｸへの対応の 環として対策を講じる必要があるﾊ ｸﾄも大きく、経営ﾘｽｸへの対応の一環として対策を講じる必要がある

売上高別 ｾｷｭﾘﾃｨと経営との関係ﾘ

30.6 59.0 10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=979）

4.3

18.4

60.9

65.9

34.8

15.7

10億円未満（n=23）

10億～100億円未満（n=223）

27.3

44 4

62.9

51 0

9.8

4 6

億 億円未満（ ）

100億～1000億円未満（n=490）

1000億 1兆円未満（ 196） 44.4

78.7

51.0

19.1

4.6

2.1

1000億～1兆円未満（n=196）

1兆円以上（n=47）

経営幹部が昨今の企業を取り巻くセキュリティリスクの深刻さを重要視しており、重大なセキュリティリスクや
対策の重要性については、経営会議等で審議・報告される
自社におけるセキュリティリスクは認識しているが、対策はIT部門など担当部門に任せている

自社におけるセキュリティリスクおよび対策状況について、ほとんど会話されることがない
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＜情報ｾｷｭﾘﾃｨ人材＞8割の企業ではｾｷｭﾘﾃｨ人材は不足と認識。
充足している企業は1割程度である。大きく不足する人材を今後、
どのように確保するかが課題どのように確保するかが課題

情報ｾｷｭﾘﾃｨ人材 現状の過不足状況

9.6 79.7 10.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①対策立案者（n=1104）

情 ﾘ

11.0

13 3

80.7

78 2

8.3

8 4

②情報セキュリティ教育者（n=1103）

③インシデント対応者
13.3

11.5

78.2

75.7

8.4

12.8

③インシデント対応者
（問題切分け、対策）（n=1102）

④セキュリティ機器の運用
（ログ分析、攻撃検知）（n=1102）

25.8

9.6

62.9

79.7

11.3

10.7

⑤内部セキュリティ監督者（n=1100）

⑥経営層との橋渡し役（n=1102）

充足している 不足している 必要性を感じない

・内閣ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｾﾝﾀｰ（NISC）が発表した「ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ戦略」（2013 年6月10 日情
報ｾｷｭﾘﾃｨ政策会議決定）1によると 国内で約8 万人のｾｷｭﾘﾃｨ人材が不足しており ｾ

（C）JUAS 2015 51

報ｾｷｭﾘﾃｨ政策会議決定）1によると、国内で約8 万人のｾｷｭﾘﾃｨ人材が不足しており、ｾ
ｷｭﾘﾃｨ技術者の中でも約16 万人が、ｽｷﾙが不足と言われている。



ｾｷｭﾘﾃｨ人材の確保には、やはり経営幹部のｾｷｭﾘﾃｨ対策への参画が
不可欠。積極的にｾｷｭﾘﾃｨ対策に関わっている企業ほど充足している
割合が増加 懸念すべきは「計画なし」の割合が多いことである割合が増加。懸念すべきは「計画なし」の割合が多いことである。

経営とｾｷｭﾘ
0% 20% 40% 60% 80% 100%「セキュリティ対策立案者」の現状

ﾃｨとの関係
別
「ｾｷｭﾘﾃｨ対
策 者

9.5

15.9

80.1

79.7

10.4

4.4

全体（n=1010）

経営幹部が昨今の企業を取り巻くセキュリティリスクの深刻さを重要視してお
り、重大なセキュリティリスクや対策の重要性については、経営会議等で審議・

報告される（n=320）

自社におけるセキ リ リ クは認識し るが 対策は 部門など担当部門策立案者」
の現状

6.8

5.0

82.0

70.3

11.2

24.8

自社におけるセキュリティリスクは認識しているが、対策はIT部門など担当部門
に任せている（n=589）

自社におけるセキュリティリスクおよび対策状況について、ほとんど会話される
ことがない（n=101）

充足している 不足している 必要性を感じない

経営とｾｷｭﾘ 0% 20% 40% 60% 80% 100%「セキュリティ対策立案者」の今後

ﾃｨとの関係
別
「ｾｷｭﾘﾃｨ対
策立案者

60.4

50.5

15.2

15.1

24.4

34.4

経営幹部が昨今の企業を取り巻くセキュリティリスクの深刻さを重要視して
おり、重大なセキュリティリスクや対策の重要性は、経営会議等で審議・報

告される（n=250）

自社のセキュリティリスクは認識しているが、対策はIT部門など担当部門に
任せている（n=477）足

し
て

い
る

策立案者」
が不足してい
る企業の今
後

38.6 10.0 51.4

任せている（n 477）

自社のセキュリティリスクや対策状況について、ほとんど会話されることが
ない（n=70）

現
状

不

自前育成（グ プ企業含む） 外部に委託予定 計画なし
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後 自前育成（グループ企業含む） 外部に委託予定 計画なし



企業IT動向調査報告書 2015

■ 新刊のご案内
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【購入者限定 】 報告書 文を収録
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ご清聴ありがとうございました

本調査に関するお問い合わせ

（社）日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）
担当：各務（03-3249-4101／担当：各務（03-3249-4101／

itdoukou@juas.or.jp ）
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